
子供にツケをまわさない！
～わかりやすい税金のはなし～

吉田　寛　千葉商科大学大学院教授

日　時：2008年12月21日（水）
　　　　14:30～16:30
会　場：南島原市ありえコレジヨホール 
　　　　視聴覚室
　　　　長崎県南島原市有家町山川131-1
　　　　（TEL：050-3381-5047）

日本税制改革協議
東京都港区赤坂1-3-15 第2中田ビル7階
TEL：03-5545-7280 
FAX：03-5545-0931
e-mail：info@jtr.gr.jp
URL：http://www.jtr.gr.jp

呼び掛け団体

■吉田 寛

公会計研究所  代表
自由経済研究所  代表
博士（政策研究）
公認会計士／ 税理士
千葉商科大学大学院教授

■著書
『住民のための自治体バランスシート
　（学陽書房）』
『公会計の理論（東洋経済新社）』
　※第32回公認会計士協会学術賞受賞
『新公会計制度のための複式簿記入門
　（学陽書房）』
  など著書、論文多数

■自治体での会計業務の実績
・宮城県の企業会計手法導入プロジェクトにて
成果報告書を作成（平成10年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・福岡県福津市（旧福間町）において『町民の
賃借対照表』『町長の賃借対照表』『成果報告
書』を作成（平成12年より現在に至る）
・神戸市長の賃借対照表作成（試作）
・米国サンデースプリングス市の賃借対照表作
成（試作）

　北海道夕張市の財政破綻をきっかけに｢行政は破産しない｣という言葉は絵空事であることが
あきらかになりました。財政破綻の危機に直面する国からの自治体への交付金も期待できませ
ん。更には昨今の未曾有の金融危機によって自治体経営にも大きな影を落としだしました。
　今こそ｢そもそも財政とは｣｢そもそも税金とは｣という基本に立ち返り｢均衡財政がなぜ必要な
のか｣という視点で自治体経営を見つめ直すべき正念場の時代です。
　｢子供にツケをまわさない！｣ための自治体経営の哲学や理念を一緒に考えて行きましょう！

http://www.jtr.gr.jp
mailto:info@jtr.gr.jp
mailto:info@jtr.gr.jp
http://www.jtr.gr.jp
http://www.jtr.gr.jp

